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インフラコスト削減機会の創出および
クラウド活用の推進支援

ITコスト削減機会を検討するインフラコスト対象範囲

新型コロナウイルス感染症の影響による、IT部門へのコストプレッシャーは避けられません。特に、既
存のビジネスを支えるシステム運営費は過去5年間の統計でも全体の80%を占めており、企業としての
経営環境の改善を目的に、ITコストは削減の対象になると想定されます。KPMGは、国内外の数多くの
企業のITコスト最適化の支援で培った知見により、主にITインフラに着目して、短期間でのインフラコ
スト削減機会の創出を目指しつつ、中長期の視点でIT投資の適正化に資するクラウド・バイ・デフォル
ト（クラウド利用を前提としたアプローチ）の新たなテクノロジー戦略策定を支援します。

ハードウェアやソフトウェアライセンスといった製品の「購入費用」、および
製品の維持管理に必要となる「保守費用」など、ITインフラ領域に着目します。

仮説に基づくインフラコスト削減機会の特定
上記の対象範囲に対し、KPMGの知見とアセットを活用して、インフラコスト
の費目ごとに想定される最適化の仮説を基に、過去数年間の支出の実績値やヒ
アリング等を通じて、クイックにインフラコストの削減機会を特定します。

詳細内訳IT投資の全体像

ビジネス成長
+ ニューノーマル対応

 新規市場、チャネル開拓・強化
 業務高度化・効率化
 新BCP、リモートワーク対応 etc

人件費  IT部門要員（正社員・契約社員・派遣社員）
 ベンダー委託費 etc

固定費、
ライセンス費

 HW／SW
 データセンター
 クラウド利用料（SaaS／PaaS／IaaS）etc

維持費
 保守費
 各種規制、コンプライアンス、セキュリティ対応
 EOL対応 etc

バリューアップ
20%

ランザビジネス
80%

費目 最適化仮説（例）

ハードウェア購入費
リソースの有効活用

• 遊休設備等（サーバ、インフラ、HW）の多い機器の台数調整
• 構成の見直し、冗長化ネットワーク、待機系サーバの有効活用ができる
のではないか

サービスレベルの見直し • バックアップ頻度、データ保管期間を見直すことで、データ管理コスト
を削減できないか

ソフトウェア利用料 インフラ構成の見直し • 不要なライセンス数を減らすことで、ライセンス費用を削減できないか
• 利用頻度の低いソフトウェア（プログラム）について廃棄できないか

クラウド利用料 調達の最適化 • 利用頻度の低いオプションの同時接続可能数（回線、ライセンス）を
削減できないか

ソフトウェア保守費 アプリケーションの見直し • 不要なソフトウェアを破棄することで、ソフトウェア管理／保守／
ライセンス費を削減できないか

規制／コンプライアンス
／セキュリティ対応費

クラウド型サービス活用

• インフラの各種機能をクラウド型サービス（XaaS）に切り替えること
により、インフラコスト（維持費）を削減できないか

EOL対応費 • 更新に伴う各種導入費用をクラウド型サービス利用料に転嫁（期間按
分）することで総コストを削減できないか

インフラコスト対象範囲



本リーフレットで紹介するサービスは、公認会計士法、独立性規則及び利益相反
等の観点から、提供できる企業や提供できる業務の範囲等に一定の制限がかかる
場合があります。詳しくはKPMGコンサルティングまでお問い合わせください。

ここに記載されている情報はあくまで一般的なものであり、特定の個人や組織が置かれている状
況に対応するものではありません。私たちは、的確な情報をタイムリーに提供するよう努めてお
りますが、情報を受け取られた時点及びそれ以降においての正確さは保証の限りではありません。
何らかの行動を取られる場合は、ここにある情報のみを根拠とせず、プロフェッショナルが特定
の状況を綿密に調査した上で提案する適切なアドバイスをもとにご判断ください。
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KPMGのアプローチ
KPMGは、個々のITインフラコスト削減による短期的な効果の創出と合わせて、中長期的
に効果を創出するためのITアーキテクチャの見直しやクラウド活用等の対応施策を定め、
想定される効果に応じて優先度を設定し、実効性の高い計画の策定を支援します。

KPMGの主な支援サービス
KPMGが保持する資産アセスメントツールやナレッジを活用し、
IT資産に要するコスト構造を正確に把握して可視化することで、
コスト削減のためにどの費目に対して、どういった対応を取るべ
きかを網羅的、かつ客観的に把握できます。また、クラウド化の

検討を合わせて行い、デジタルトランスフォーメーション（DX）
を加速するとともに、内製コストを外製化する方針を打ち出すこ
とによって、IT組織の基盤要員をIT企画・開発業務にシフトさせ、
IT組織のビジネスへの貢献度を向上させることが可能になります。

ITケイパビリティ
アセスメント

IT組織が効果的に機能するための
KPIや成熟度判定基準、代表的な成
功事例やプロセス等を用いて評価

情報システム
資産アセスメント

IT資産（主にインフラコスト）の活
用に対し、KPMGが保有する事例を
基に、クイックに課題仮説を設定
し、実態を評価

サービス名 概要 サービス名 概要

ITアーキテクチャ
全体最適化
推進・実行支援

ビジネス戦略に沿った最適な IT
アーキテクチャの検討、および変
革に向けた計画の策定・推進支援

クラウドトランス
フォーメーション
推進・実行支援

IT基盤の現状を整理のうえ、
将来を見据えた移行計画を策定、
段階的かつ着実な移行を支援

短期的な効果に向けて：
IT関連アセスメントサービスの活用

中長期的な効果に向けて：
クラウド・バイ・デフォルト、DX推進の加速

現状の可視化
ステップ1 ステップ2

削減機会の特定
ステップ3
対応施策の設定

ステップ4
施策の推進支援

優先度 対応施策（例）

高
• ライセンス数削減
• サーバ統廃合
• データ集約
• Printer廃止

中
• 情報基盤の全面

IaaS移行
• 基幹業務アプリの

SaaS移行

低
• PSTN／FAX廃止
• オフィス統廃合に伴
う、NW機器や通信
費の削減

報告・調整

進捗・課題管理

直近のIT支出金額を財務シ
ステムや帳票等から把握。
対象カテゴリーごとに費目
の大きさや、サプライヤー
の重複有無・要求元のバラ
ツキ等を分析しながら、コ
スト削減の対象範囲を特定
する。

ボリュームゾーン、
対象範囲を特定する

!
Point

KPMGが保有する事例を基
に、クイックに削減機会の
想定仮説を設定し、実態を
評価する。
削減対象費目ごとに具体的
な削減策と、削減期待額を
各費目の契約内容・金額か
ら推計する。

事例を基にクイックに
削減機会を特定する

!
Point

優先度を考慮し、実効
性の高い施策を設定

!
Point

計画に沿って各種対応
施策の推進支援を行う。

各削減策に係るKGI／
KPIを明確にする

!
Point

財務システム 帳票等

短期的に効果を発揮する削
減機会の対応施策を優先し
つつ、中長期的な対応が必
要な施策と合わせて、遂行
上の制約を考慮して実効性
のある削減計画および推進
体制を立案する。

20%

80%

IT投資比率 バリューアップ
・新規市場・チャネル開拓
・既存市場・チャネル強化
・業務高度化・効率化 etc

ランザビジネス
・規制／ｾｷｭﾘﾃｨ／EOL対応
・運用保守対応
・インフラ基盤費用 etc

事業費
（IT）

分析対象費目 削減余地

維持費： ▲xxx

HW保守費：▲xxx

SW利用料：▲xxx

保守費：▲xxx
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